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１ 目 的 
 本要領は、日本下水道事業団が発注する工事の施工に当たり、「建設工事に係る資材の再資

源化等に関する法律」（平成 12 年 5 月 31 日法律第 104 号。以下「法」という。）の適切な運

用を図るため、請負者等が行わなければならない事項を定め、資源の有効な利用の確保及び

廃棄物の適正処理の推進に寄与することを目的とする。 

２ 適用対象 
 本要領は、日本下水道事業団が発注する工事のうち、法第９条第１項及び「建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律施行令」（平成 12 年 11 月 29 日政令第 495 号）第２条に定

められた建築物等に係る解体工事又は新築工事等（以下、「対象建設工事」という。）を対象

とする。 

【対象建設工事】 

対象建設工事とは、特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄からなる建設資

材、木材並びにアスファルト・コンクリート）のいずれかを用いた建築物等の解体工事

又は特定建設資材を使用する新築工事（土木工事を含む）等で、下記の規模の基準以上

の工事をいう。 

対象建設工事の種類 規模の基準 

 建築物の解体  延床面積       ８０㎡ 

 建築物の新築・増築  延床面積      ５００㎡ 

 建築物の修繕・模様替（リフォーム等）  請負代金の額     １億円 

 建築物以外の解体・新築等（土木工事等）  請負代金の額   ５００万円 

   ※ 当該地域の条例による上乗せ等があることを確認する。 

３ 落札者等の責務 
（１）対象建設工事を請け負おうとする者（以下「落札者等」という。）は、法第 12 条第１

項に基づき、特定建設資材の分別解体等の方法及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の

方法等について「説明書（別紙 1）」に記載し、都道府県知事発行の処理施設の許可証の

写しとともに、落札決定後速やかに発注者が指定する部署へ提出しなければならない。 

 【特定建設資材廃棄物】 

特定建設資材廃棄物とは、特定建設資材が廃棄物となったもの（コンクリート塊、木材、

アスファルト・コンクリート塊）をいう。 

（２）落札者等は、法第 13 条及び「特定建設資材に係る分別解体等に関する省令」（平成 14

年 3 月 5 日国土交通省令第 17 号。以下「分別解体省令」という。）第４条に基づき、以

下の事項を「法第 13 条及び省令第４条に基づく書面（別紙２）」に記載し、発注者の確

認を受けた後、契約図書に綴じ込み契約担当課へ提出しなければならない。 

   ・分別解体等の方法 

   ・解体工事に要する費用（解体工事の場合に限る。） 

   ・特定建設資材廃棄物の再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

   ・特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用 
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なお、落札者等は、これらの見積もりに当たっては、適切にその費用を算定しな

ければならない。 

 【解体工事に要する費用】 

解体工事に要する費用とは、分別解体から運搬車への積込に要する費用で、解体工事に

伴う仮設費及び運搬費は含まないものとする。 

なお、解体工事に要する費用は契約金額の内書きである。 

 【再資源化等に要する費用】 

 再資源化等に要する費用とは、特定建設資材廃棄物の処分等に要する費用及び運搬に

要する費用とする。 

 なお、再資源化等に要する費用は契約金額の内書きである。 

４ 請負者の責務 
（１）請負者は、法第 11 条に基づき監督職員が作成した「通知書（別紙 3）」の正副を、工

事着工前までに工事現場を管轄する都道府県等の「受理通知窓口（別添資料）」に提出し、

都道府県等の受理印を受けた通知書（副）を監督職員に提出しなければならない。 

（２）請負者は、法第 18 条第１項に基づき、工事完了時に以下の事項等を「再資源化等報告

書（別紙 4）」に記載し、監督職員に提出しなければならない。 

   ・特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了した年月日 

   ・特定建設資材廃棄物の再資源化等をした施設の名称及び所在地 

   ・特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用 

 なお、請負者は、特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施状況に関する記録を「再生

資源利用実施書（別紙 5）」及び「再生資源利用促進実施書（別紙 6）」により作成し、別

紙 4 に添付しなければならない。 

 なお、別紙 5 及び別紙 6 に関する入力システムは、国土交通省のホームページから入

手できる。 

（３）請負者は、対象建設工事に係る解体工事を施工するに当たっては、法第 31 条及び第

32 条並びに解体工事業に係る登録等に関する省令（平成 13 年 5 月 18 日国土交通省令第

92 号。以下「登録省令」という。）第７条に基づき、技術管理者を選任し、当該工事の施

工に従事する作業員を監督させなければならない。 

（４）請負者は、法第 33 条及び登録省令第８条に基づき、同省令で定められた標識を、公衆

の見やすい場所に掲示しなければならない。 

（５）請負者は建設業の許可を受けている場合、上記（３）に替えて建設業法（平成 12 年

11 月 27 日法律第 127 号）第 26 条に基づく主任技術者（又は監理技術者）を設置しなけ

ればならない。 

 また、上記（４）に替えて建設業法第 40 条に規定する標識を公衆が見やすい場所に掲

示しなければならない。 

５ 下請契約における請負者及び下請負者の責務 
（１）請負者は、対象建設工事に係る下請契約を締結するに当たっては、法第 12 条第２項の

規定に基づき、本要領「３ 落札者等の責務（１）」において発注者が指定する部署へ提

出した説明書（別紙 1）の内容について、「告知書（別紙 7）」により、下請契約の相手方
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に告げなければならない。 

（２）請負者は、対象建設工事に係る下請契約を締結するに当たっては、法第 13 条及び分別

解体省令第４条に基づき、以下の事項を「法第 13 条及び省令第４条に基づく書面（別紙

８）」に記載し、下請契約書に綴り込まなければならない。 

   ・分別解体等の方法 

   ・解体工事に要する費用（解体工事の場合に限る。） 

 なお、請負者は、別紙８の作成に当たっては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

（昭和 45年 12 月 25 日法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）第 12 条第３項及び

同法施行令（昭和 46 年 9 月 23 日政令第 300 号）第６条の２第２項規定により、別紙 8 に

おける第３項及び第４項の再資源化等に関する事項については「該当なし」と記載する。（廃

棄物の再資源化等については、廃棄物処理法により委託契約が義務付けられている）。 

６ その他 
（１）請負者は、上記に定めのない事項については監督職員の指示に従い、法に係る事務手

続き等を適切に行わなくてはならない。 

（２）提出が必要な各書面については、本要領中の各様式をコピーのうえ、作成すること。 

 

 附 則 

   本要領は、平成 14 年 5 月 30 日以降に契約する請負工事に適用する。 
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別紙１ 

説  明  書 

 

令和  年  月  日 

 

（発注者） 

            様 

 

                  氏名  （法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）      

                 （郵便番号  －   ）電話番号   －     －         

                 住所                                

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 12 条第 1 項の規定により、対象建設工事

の分別解体等の計画等に係る事項について説明します。 

 

記 

 

１．工事の名称                                   

２．工事の場所                                                

 

３．説 明 内 容   別添資料のとおり 

 

４．添付資料（該当する事項の□欄に、「レ」を付すか「■」にすること。） 

①別表（別表 1～3 のいずれかに必要な事項を記載したもの） 

□別表 1（建築物に係る解体工事） 

□別表 2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

□別表 3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

    

②工程の概要を示す資料（できるだけ図面、表等を利用する。） 

□工程表 

③都道府県知事発行の処理施設の許可書の写し   □許可書の写し 

 
 

 

 

□確認 
 

令和 年 月 日 
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工 程 表 
（建築物解体工事の場合） 

  

作業内容 
 

 月 

 

月 

 

 月 

 

 月 

 

 月 月 
 

 月  

 

 月 

         

         

         

         

         

         

 

＊ 工程表の様式は特に定めていない（様式自由） 
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別表１                                        (A4) 

                               建築物に係る解体工事    

分別解体等の計画等 

建築物の構造 
□木造 □鉄骨鉄筋コンクリート造 □鉄筋コンクリート造 

□鉄骨造 □コンクリートブロック造 □その他 （          ） 

 

建築物に関す

る調査の結果 

建築物の状況 築年数    年、棟数    棟 

その他（                                                       ） 

周辺状況 周辺にある施設 □住宅 □商業施設 □学校 

                □病院  □その他（                           ） 

敷地境界との最短距離 約    ｍ 

その他（                                                        ） 

建築物に関 

する調査の 

結果及び工 

事着手前に 

実施する措 

置の内容 

 建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容 

作業場所 作業場所 □十分 □不十分 

その他（ 

 

搬出経路 障害物 □有（   ） □無 

前面道路の幅員 約    ｍ 

通学路 □有 □無 

その他（                        ） 

 

残存物品 □有 

（               ） 

□無 

 

特定建設資材 

への付着物 

□有 

（               ） 

□無 

 

その他   

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 分別解体等の方法 

①建築設備・内装材等 建築設備・内装材等の取り外し 

□有 □無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由(      ) 

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し 

□有 □無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由(     ) 

③外装材・上部構造部分 外装材・上部構造部分の取り壊し 

□有 □無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

④基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの取り壊し 

□有 □無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

⑤その他 

  (          ) 

その他の取り壊し 

□有 □無 

□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

工事の工程の順序 □上の工程における①→②→③→④の順序 

□その他 (                           ) 

その他の場合の理由 (                     ) 

□内装材に木材が含まれる場合 ①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し 

□可 □不可 

不可の場合の理由（                     ） 

建築物に用いられた建設資材の量の見込み            トン 

廃
棄
物
発
生
見
込
量 

特定建設資材廃棄物の種類ごとの

量の見込み及びその発生が見込ま

れる建築物の部分 

種類 量の見込み 発生が見込まれる部分 (注) 

□コンクリート塊  

トン 

□① □② □③ □④ 

□⑤ 

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊  

トン 

□① □② □③ □④ 

□⑤ 

□建設発生木材    

トン 

□① □② □③ □④  

□⑤ 

(注) ①建築設備・内装材等 ②屋根ふき材 ③外装材・上部構造部分 ④基礎・基礎ぐい ⑤その他 

備 考 

   □欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。 （本様式は、平成 22 年 4 月 1 日改定） 
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別表２                                        (A4) 

                 建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）  

分別解体等の計画等 

使用する特定建設 

資材の種類 

□コンクリート □コンクリート及び鉄から成る建設資材 

□アスファルト・コンクリート □木材  

建築物に関す

る調査の結果 

建築物の状況 築年数    年、棟数    棟 

その他（                                                       ） 

周辺状況 周辺にある施設 □住宅 □商業施設 □学校 

                □病院  □その他（                            ） 

敷地境界との最短距離 約    ｍ 

その他（                                                        ） 

建築物に関 

する調査の 

結果及び工 

事着手前に 

実施する措 

置の内容 

 建築物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容 

作業場所 作業場所 □十分 □不十分 

その他（                        ） 

 

搬出経路 障害物 □有（   ） □無 

前面道路の幅員 約    ｍ 

通学路 □有 □無 

その他（                        ） 

 

特定建設資材への

付着物（修繕・模

様替工事のみ） 

□有 

（               ） 

□無 

 

その他  

 

 

 

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 

①造成等 造成等の工事 □有 □無 

②基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事 □有 □無 

③上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事 □有 □無 

④屋根 屋根の工事 □有 □無 

⑤建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事 □有 □無 

⑥その他 

  (          ) 

その他の工事 □有 □無 

                                  

廃

棄

物

発

生

見

込

量 

特定建設資材廃棄物の種類ごと 

の量の見込み並びに特定建設資材

が使用される建築物の部分及び特

定建設資材廃棄物の発生が見込ま

れる建築物の部分 

種類 量の見込み 
使用する部分又は発生が見 

込まれる部分 (注) 

□コンクリート塊 

トン 

□① □② □③ □④ 

□⑤ □⑥ 

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 

トン 

□① □② □③ □④ 

□⑤ □⑥ 

□建設発生木材   

トン 

□① □② □③ □④  

□⑤ □⑥ 

(注) ①造成等 ②基礎 ③上部構造部分・外装 ④屋根 ⑤建築設備・内装等 ⑥その他 

備 考 

 

   □欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。 （本様式は、平成 22年 4月 1日改定） 
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別表３                                       (A4) 

             建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）  

分別解体等の計画等 

工作物の構造 

（解体工事のみ） 

□鉄筋コンクリート造 □その他 （          ） 

工事の種類 □新築工事 □維持・修繕工事 □解体工事 

□電気 □水道 □ガス □下水道 □鉄道 □電話 

□その他（                             ） 

使用する特定建設資材の種類 

（新築・維持・修繕工事のみ） 

□コンクリート □コンクリート及び鉄から成る建設資材 

□アスファルト・コンクリート □木材 

工作物に関 

する調査の 

結果 

工作物の状況 築年数    年 

その他（                                                       ） 

周辺状況 周辺にある施設 □住宅 □商業施設 □学校 

                □病院  □その他（                            ） 

敷地境界との最短距離 約    ｍ 

その他（                                                         ） 

工作物に関す

る調査の 

結果及び工 

事着手前に 

実施する措 

置の内容 

 工作物に関する調査の結果 工事着手前に実施する措置の内容 

作業場所 作業場所 □十分 □不十分 

その他（                        ） 

 

搬出経路 障害物 □有（   ） □無 

前面道路の幅員 約    ｍ 

通学路 □有 □無 

その他（                        ） 

 

特定建設資材への

着物（解体・維持・

修繕工事のみ） 

□有 

（               ） 

□無 

 

その他   

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法 

工程 作業内容 分別解体等の方法 

①仮設 仮設工事 □有 □無 □ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

②土工 土工事 □有 □無 □ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

③基礎 基礎工事 □有 □無 □ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

④本体構造 本体構造の工事 □有 □無 □ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

⑤本体付属品 本体付属品の工事 □有 □無 □ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

⑥その他 

  (            ) 

その他の工事 □有 □無 □ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

工事の工程の順序 □上の工程における⑤→④→③の順序 

□その他 (                           ) 

その他の場合の理由 (                     ) 

建築物に用いられた建設資材の量 

の見込み（解体工事のみ）               トン 

廃
棄
物
発
生
見
込
量 

特定建設資材廃棄物の種類ごとの

量の見込み（全工事）並びに特定

建設資材が使用される工作物の部

分（新築・維持・修繕工事のみ）

及び特定建設資材廃棄物の発生が

見込まれる工作物の部分（新築・

維持・修繕工事のみ） 

種類 量の見込み 使用する部分又は発生が見 

込まれる部分 (注) 

□コンクリート塊 
トン □① □② □③ □④ □⑤ □⑥ 

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 
トン 

□① □② □③ □④ □⑤ □⑥ 

□建設発生木材   トン □① □② □③ □④ □⑤ □⑥ 

(注) ①仮設 ②土工 ③基礎 ④本体構造 ⑤本体付属品 ⑥その他 

備 考 

  □欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。 （本様式は、平成 22年 4月 1日改定） 
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別紙２-１ 

法第 13 条及び省令第 4条に基づく書面 

                       建築物に係る解体工事 
１．分別解体等の方法         （該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」とする） 

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法 

工     程 作   業   内   容 
分別解体等の方法 

（解体工事のみ） 

①建築設備・内装材等 
建築設備・内装材等の取り外し 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由（     ） 

②屋根ふき材 
屋根ふき材の取り外し 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由（     ） 

③外装材・上部構造部分 
外装材・上部構造部分の取り壊し 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

④基礎・基礎ぐい 
基礎・基礎ぐいの取り壊し 

□ 有    □無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

⑤その他 
その他の取り壊し 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。 

 

 ２．解体工事に要する費用 （直接工事費）                    円（税抜き） 

   （注）  ・解体工事の場合のみ記載する。            

・ 解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。 

・ 仮設費及び運搬費は含まない。 

 

 ３．再資源化等をする施設の名称及び所在地                

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

   

   

   

   

 （書ききれない場合は別紙に記入する） 

 

 ４．再資源化等に要する費用 （直接工事費）                  円（税抜き） 

   （注） ・運搬費を含む。                  

 

 
 
 
 

 □確認 
 

令和  年  月  日 
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別紙２-２ 

法第 13 条及び省令第 4条に基づく書面 

  建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替） 
 
 １．分別解体等の方法                （該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」とする） 
工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法 

工     程 作   業   内   容 
分別解体等の方法 

（解体工事のみ） 

①造成等 
造成等の工事 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

②基礎・基礎ぐい 
基礎・基礎ぐいの工事 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

③上部構造部分・外装 
上部構造部分・外装の工事 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

④屋根 
屋根の工事 

□ 有    □無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

⑤建築設備・内装等 
建築設備・内装等の工事 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

⑥その他（    ） 
その他工事 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。 

 

 ２．解体工事に要する費用 （直接工事費）                   円（税抜き） 

 

 ３．再資源化等をする施設の名称及び所在地                 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

   

   

   

   

  （書ききれない場合は別紙に記入する） 

 

４．再資源化等に要する費用 （直接工事費）                 円（税抜き） 

   （注） ・運搬費を含む。                

 

 

 

 

 

□確認 
 

令和  年  月  日 
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別紙２-３ 

法第 13 条及び省令第 4条に基づく書面 

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等） 

 
 １．分別解体等の方法                （該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」とする） 
工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法 

工     程 作   業   内   容 
分別解体等の方法 

（解体工事のみ） 

①仮設 
仮設工事 

□ 有   □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

②土工 
土工事 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

③基礎 
基礎工事 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

④本体構造 
本体構造の工事 

□ 有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

⑤本体付属品 
本体付属品の工事 

□有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

⑥その他（       ） 
その他工事 

□有    □ 無 

□  手作業 

□  手作業・機械作業の併用 

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。 

 

 ２．解体工事に要する費用 （直接工事費）                  円（税抜き） 

   （注）  ・解体工事の場合のみ記載する。          

・ 解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。 

・ 仮設費及び運搬費は含まない。 

 

 ３．再資源化等をする施設の名称及び所在地                

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地 

   

   

   

   

  （書ききれない場合は別紙に記入する） 

  

４．再資源化等に要する費用 （直接工事費）                  円（税抜き） 

   （注） ・運搬費を含む。                  

 

 

 □確認 
 

令和  年  月  日 
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別紙３ 

 

 

通  知  書 

第     号 

令和  年  月  日 

            知事    

     市長村長 殿 

  

                     （工事発注者）発 注 者 名：                  

                                住 所：                   

                           （通  知  者）職 ・氏 名：                印 

 

    建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 11 条の規定により、下記のとおり 

  通知します。 

 

記 

 

連

絡

先 

所 属 名  

担当者職氏
フリ

名
ガナ

  

住    所  

電 話 番 号  

工

事

の

内

容 

工 事 の 名 称  

工 事 の 場 所  

工 事 の 概 要 
工事の種類と規模（該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」とする） 

□建築物に係る解体工事   用途    、階数    、工事対象床面積        ㎡ 

□建築物に係る新築又は増築の工事  用途     、階数    、工事対象床面積  ㎡ 

□建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 
            用途    、階数    、請負代金      万円(税込) 

□建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等(                   )注 
                 請負代金     万円(税込) 

工    期 平成  年   月    日 ～ 平成  年   月    日 

工事着工予定日：平成    年    月    日    

請

負

者 

会 社 名  現場代理人氏
フリ

名
ガナ

  

所 在 地 〒 

電 話 番 号 －   －   (内線     ) ＦＡＸ -    -  

 

※受付番号：           
 
注 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等の場合は工事の具体的な種類を記入する。

（例：舗装、築堤、土地改良等） 
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別紙４ 

 

 

再 資 源 化 等 報 告 書 

 

令和   年   月    日 

 

（発注者） 

             様 

 

 

                 氏名                                    

                 （郵便番号    －     ）  電話番号   －    －             

                 住所                                          

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 18 条第 1項の規定により、下記のとおり、特定建

設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。 

 

記 

 

１．工事の名称                                                          

２．工事の場所                                

３．再資源化等が完了した年月日  平成    年   月    日 

４．再資源化等をした施設の名称及び所在地    

（書ききれない場合は別紙に記載）                                              

５．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用           万円（税込み）   

 

６．添付資料（該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」とする）  

□再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの） 

□再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの） 

 

特定建設資材廃棄物の種類 施 設 の 名 称 所 在 地 
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別紙５
様

式
１

再
生

資
源

利
用

計
画

書
（
実

施
書

）
　

－
建

設
資

材
搬

入
工

事
用

－
－

「
建

設
リ

サ
イ

ク
ル

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
様

式
－

請
負

会
社

コ
ー

ド
＊

2
大

臣

発
注

機
関

コ
ー

ド
＊

1
知

事

千
百

十
千

百
十

工
事

種
別

コ
ー

ド
*
3

億
億

億
億

万
万

万
万

1
万

円
未

満
四

捨
五

入
千

百
十

百
十

円
（
税

込
み

）
億

万
万

万
万

1
万

円
未

満
四

捨
五

入
万

万
万

千
百

十
一

住
所

コ
ー

ド
*
4

円
（
税

込
み

）

1
.鉄

骨
鉄

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ造
2
.鉄

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ造
3
.鉄

骨
造

（
再

生
資

源
の

利
（
数

字
に

○
を

つ
け

る
）

4
.ｺ

ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
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ﾞﾛ

ｯ
ｸ
造

5
.木

造
6
.そ

の
他

用
に

関
す

る
特

記
建
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・

解
体

工
事

の
み

1
.居

住
専

用
2
.居

住
産

業
併

用
3
.事

務
所
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項

等
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右
欄

に
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し

て
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い
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字
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つ
け
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4
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5
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場
、

作
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庫
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8
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診

療
所

9
.そ

の
他

2
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設
資
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用
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画
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実
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）
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再

生
資

材
を

利
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し
た

場
合

に
記

入
し

て
く
だ

さ
い

）

再
生

資
材

利
用

量
（
Ｂ

） （
注

1
）

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

締
め

ｍ
3

締
め

ｍ
3

％

締
め

ｍ
3

締
め

ｍ
3

％

締
め

ｍ
3

締
め

ｍ
3

％

ｍ
3

ｍ
3

％

ｍ
3

ｍ
3

％

ｍ
3

ｍ
3

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

の
み

記
入

）
ト

　
ン

ト
　

ン
％

コ
ー

ド
*
5

コ
ー

ド
*
6

コ
ー

ド
*
7

コ
ー

ド
*
8

コ
ー

ド
*
9

コ
ン

ク
リ

ー
ト

に
つ

い
て

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

混
合

物
に

つ
い

て
再

生
資

材
の

供
給

元
に

つ
い

て
施

工
条

件
に

つ
い

て
コ

ン
ク

リ
ー

ト
に

つ
い

て
1
.生

コ
ン

2
.無

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
3
.そ

の
他

1
.表

層
2
.基

層
1
.現

場
内

利
用

1
.再

生
材

の
利

用
の

指
示

あ
り

1
.再

生
生

コ
ン

2
.再

生
無

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
3
.そ

の
他

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及
び

鉄
か

ら
成

る
建

設
資

材
に

つ
い

て
3
.上

層
路

盤
4
.歩

道
2
.他

の
工

事
現

場
（
陸

上
）

2
.再

生
材

の
利

用
の

指
示

な
し

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及
び

鉄
か

ら
成

る
建

設
資

材
に

つ
い

て
1
.有

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
2
.そ

の
他

5
.そ

の
他

（
駐

車
場

舗
装

、
敷

地
内

舗
装

等
）

3
.他

の
工

事
現

場
（
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上
）

1
.再

生
有

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
2
.そ

の
他

木
材

に
つ

い
て

土
砂

に
つ

い
て

4
.再

資
源

化
施

設
木

材
に

つ
い

て
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
混

合
物

等
で

、
利

用
し

た
1
.木

材
（
ボ

ー
ド

類
を

除
く
）

2
.木

質
ボ

ー
ド

1
.道

路
路

体
2
.路

床
3
.河

川
築

堤
5
.ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
ド

1
.再

生
木

材
（
ボ

ー
ド

類
を

除
く
）

2
.再
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質
ボ
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ド
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生

材
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製

品
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新
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ル

ト
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コ
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い
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ス
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ァ
ル

ト
安

定
処

理
路

盤
材

8
.そ

の
他

土
砂

に
つ

い
て

1
.舗

装
の

下
層

路
盤

材
土

砂
に

つ
い

て
1
.第

一
種

建
設

発
生

土
2
.第

二
種

建
設

発
生

土
3
.第

三
種

建
設

発
生

土
2
.舗

装
の

上
層

路
盤

材
1
.第

一
種

建
設

発
生

土
2
.第

二
種

建
設

発
生

土
3
.第

三
種

建
設

発
生

土
4
.第

四
種

建
設

発
生

土
5
.浚

渫
土

6
.土

質
改

良
土

3
.構

造
物

の
裏

込
材

、
基

礎
材

4
.第

四
種

建
設

発
生

土
5
.浚

渫
土

6
.土

質
改

良
土

7
.建

設
汚

泥
改

良
土

8
.再

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
砂

4
.そ

の
他

（
具

体
的

に
記

入
）

7
.建

設
汚

泥
改

良
土

8
.再

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
砂

9
.山

砂
、

山
土

等
の

購
入

土
、

採
取

土
石

膏
ボ

ー
ド

に
つ

い
て

砕
石

に
つ

い
て

砕
石

に
つ

い
て

1
.壁

2
.天

井
3
.そ

の
他

1
.再

生
ク

ラ
ッ

シ
ャ

ー
ラ

ン
2
.再

生
粒

度
調

整
砕

石
3
.鉱

さ
い

1
.ク

ラ
ッ

シ
ャ

ー
ラ

ン
2
.粒

度
調

整
砕

石
3
.鉱

さ
い

4
.単

粒
度

砕
石

塩
化

ビ
ニ

ル
管

・
継

手
に

つ
い

て
4
.そ

の
他

5
.ぐ

り
石

、
割

ぐ
り

石
、

自
然

石
6
.そ

の
他

1
.水

道
（
配

水
）
用

2
.下

水
道

用
3
.ｹ

ｰ
ﾌ
ﾞﾙ

用
塩

化
ビ

ニ
ル

管
・
継

手
に

つ
い

て
石

膏
ボ

ー
ド

に
つ

い
て

4
.農

業
用

5
.設

備
用

6
.そ

の
他

1
.再

生
硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
2
.そ

の
他

1
.石

膏
ボ

ー
ド

2
.シ

ー
ジ

ン
グ

石
膏

ボ
ー

ド
3
.強

化
石

膏
ボ

ー
ド

4
.化

粧
石

膏
ボ

ー
ド

5
.石

膏
ラ

ス
ボ

ー
ド

6
.そ

の
他

そ
の

他
に

つ
い

て
（
利

用
用

途
を

具
体

的
に

記
入

）
そ

の
他

に
つ

い
て

（
再

生
資

材
の

名
称

を
具

体
的

に
記

入
）

塩
化

ビ
ニ

ル
管

・
継

手
に

つ
い

て
1
.硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
2
.そ

の
他

そ
の

他
に

つ
い

て
（
再

生
資

材
の

名
称

を
具

体
的

に
記

入
）

日
月

・
継

手

平
成

年

コ
ー

ド
＊

5
分

　
類

特 定 建 設 資 材

合
　

　
　

計

合
　

　
　

計

合
　

　
　

計

木
　

材

号

*
4

建
　

設
　

資
　

材
　

（
新

材
を

含
む

全
体

の
利

用
状

況
）

左
記

の
う

ち
、

再
生

資
材

の
利

用
状

況

工
 事

 概
 要

 等

施
工

条
件

の
内

容

注
：
コ

ー
ド

＊
5
～

9
は

下
記

欄
外

の
コ

ー
ド

表
よ

り
数

字
を

選
ん

で
く
だ

さ
い

。

小
 分

 類

合
　

　
　

計

合
　

　
　

計

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

コ
ー

ド
*
6

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及

び
鉄

か
ら

成
る

建
設

資
材

混
合

物

請
 負

 会
 社

 名

建
設

業
許

可
　

ま
た

は

解
体

工
事

業
登

録

合
　

　
　

計

コ
ン

ク
リ

ー
ト

供
給

元
施

工
条

件
規

　
格

主
な

利
用

用
途

利
　

用
　

量
（
A

)
再

生
資

材
の

供
給

元
施

設
、

工
事

等
の

名
称

内
容

住
所

コ
ー

ド
再

生
資

材
の

供
給

元
場

所
住

所
コ

ー
ド

*
7

コ
ー

ド
*
8

種
類

会
 社

 所
 在

 地
T
E
L

F
A

X
調

査
票

記
入

者

工
事

施
工

場
所

都
道

市

府
県

町

裏
面

に
も

御
記

入
く
だ

さ
い

注
1
:再

生
資

材
利

用
量

に
つ

い
て

※
解

体
工

事
に

つ
い

て
は

、
建

築
面

積
を

御
記

入
い

た
だ

か
な

く
て

も
結

構
で

す
。

日

工
事

責
任

者

再
生

資
材

の
名

称

地
上

階

㎡

コ
ー

ド
*
9

村
平

成
年

階
　

数

㎡
延

 床
 面

 積
再

資
源

化
等

が
完

了
し

た
年

月
日

表
面

月

工
　

事
　

名

発
注

担
当

者
チ

ェ
ッ

ク
欄

記
入

年
月

日
Ｈ

.
年

　
　

　
 (
　

　
　

　
　

)

　
　

　
 (
　

　
　

　
　

)

－

発
 注

 機
 関

 名

B
/
A

×
1
0
0

建
 築

 面
 積

階

利
用

率

地
下

構
　

造

使
　

途

再
生

資
源

左
記

金
額

の
う

ち
特

定
建

設
資

材
廃

棄
物

の
再

資
源

化
等

に
要

し
た

費
用

0
,0

0
0

工
　

期
平

成

月
日

ま
で

日
か

ら

0
,0

0
0

請
負

金
額

（
再

生
資

材

そ
の

他

そ の 他 の 建 設 資 材

合
　

　
　

計

合
　

　
　

計

砕
　

石

石
膏

ボ
ー

ド

塩
化

ビ
ニ

ル
管

合
　

　
　

計

土
　

砂

別
紙

様
式

　
５

灰
色

の
部

分
は

、
記

入
す

る
必

要
が

あ
り

ま
せ

ん
。

月
年

1
.工

事
概

要

区

担
当

者

T
E
L

(
)

こ
の

欄
は

記
入

す
る

必
要

は
あ

り
ま

せ
ん
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別紙６

様
式

２
再

生
資

源
利

用
促

進
計

画
書

（
実

施
書

）
　

－
建

設
副

産
物

搬
出

工
事

用
－

建
築

工
事

に
お

い
て

、
解

体
と

新
築

工
事

を
一

体
的

に
施

工
す

る
場

合
は

、
解

体
分

と

1
.工

事
概

要
表

面
（
様

式
１

）
に

必
ず

ご
記

入
下

さ
い

新
築

分
の

数
量

を
区

分
し

、
そ

れ
ぞ

れ
別

に
様

式
を

作
成

し
て

下
さ

い
。

2
.建

設
副

産
物

搬
出

計
画

（
実

施
）

現
場

内
利

用
の

欄
に

は
、

発
生

量
の

う
ち

、
現

場
内

で
利

用
し

た
も

の
に

つ
い

て
御

記
入

く
だ

さ
い

。
コ

ー
ド

*
1
4
（
コ

ー
ド

*
1
3
で

「
7
.内

陸
処

分
場

」
を

選
択

し
た

場
合

の
み

記
入

）

1
.山

砂
利

等
採

取
跡

地
2
.処

分
場

の
覆

土
3
.池

沼
等

の
水

面
埋

立
4
.谷

地
埋

立
5
.農

地
受

入
6
.そ

の
他

搬
出

先
受

入
地

の
種

類
の

用
途

ｺ
ｰ

ﾄﾞ
ｺ
ｰ

ﾄﾞ
2
ヶ

所
ま

で
記

入
で

き
ま

す
。

3
ヶ

所
以

上
に

ど
ち

ら
か

に
○

を
ｺ
ｰ

ﾄﾞ
ｺ
ｰ

ﾄﾞ
②

+
③

+
⑤

*
1
0

*
1
1

わ
た

る
時

は
、

用
紙

を
換

え
て

下
さ

い
。

付
け

て
下

さ
い

千
百

十
一

*
1
3

*
1
4

（
注

２
）

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

％

コ
ー

ド
*
1
0

コ
ー

ド
*
1
1

コ
ー

ド
*
1
2

コ
ー

ド
*
1
3
（
詳

細
は

「
表

－
４

」
参

照
の

こ
と

）
1
.路

盤
材

2
.裏

込
材

1
.焼

却
2
.脱

水
施

工
条

件
に

つ
い

て
3
.埋

戻
し

材
3
.天

日
乾

燥
1
.Ａ

指
定

処
分

4
.そ

の
他

（
具

体
的

に
記

入
）

4
.そ

の
他

（
具

体
的

に
記

入
）

（
発

注
時

に
指

定
さ

れ
た

も
の

）
1
.他

の
工

事
現

場
（
内

陸
：
公

共
、

民
間

を
含

む
）

6
.最

終
処

分
場

（
海

面
処

分
場

）
現

場
外

搬
出

量
④

の
う

ち
、

搬
出

先
の

種
類

2
.Ｂ

指
定

処
分

（
も

し
く
は

準
指

定
処

分
）

2
.中

間
処

理
施

設
（
焼

却
以

外
）
・
土

質
改

良
プ

ラ
ン

ト
7
.最

終
処

分
場

（
内

陸
処

分
場

）
（
コ

ー
ド

*
1
3
）
が

1
.～

5
.の

合
計

（
発

注
時

に
は

指
定

さ
れ

て
い

な
い

が
、

3
.売

却
（
工

事
請

負
会

社
が

建
設

副
産

物
を

売
却

し
、

8
.建

設
発

生
土

受
入

地
発

注
後

に
設

計
変

更
し

指
定

処
分

と
さ

れ
た

も
の

）
代

金
を

得
た

場
合

）
9
.建

設
発

生
土

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
（
再

利
用

工
事

未
定

）
3
.自

由
処

分
4
.建

設
発

生
土

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
（
再

利
用

工
事

が
決

ま
っ

て
い

る
1
0
.中

間
処

理
施

設
（
焼

却
）

場
合

）
1
1
．

そ
の

他
（
具

体
的

に
記

入
）

5
.海

面
埋

立
事

業
（
海

岸
、

海
浜

事
業

含
む

）

内
容

搬
出

先
名

称

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

土
建

設
発

生
土

建  設  廃  棄  物

金
属

く
ず

紙
く
ず

ｱ
ｽ

ﾍ
ﾞｽ

ﾄ

（
飛

散
性

）

そ
の

他
が

れ
き

類

建
設

汚
泥

建
設

混
合

廃
棄

物

第
　

一
　

種

裏
面

コ
ン

ク
リ

ー
ト

塊

①
発

生
量

（
掘

削
等

）

=
②

+
③

+
④

場
外

搬
出

時

の
　

種
　

類

（
％

）
①

利
用

促
進

量

再
生

資
源

利
用

⑤
再

生
資

源
促

　
進

　
率

（
木

材
が

廃
棄

物
に

な
っ

た
も

の
）

搬
出

先
2

搬
出

先
1

運
搬

距
離

公
共

　
民

間

減
量

法

現
　

場
　

外
　

搬
　

出
　

に
　

つ
　

い
　

て

そ
の

他
の

分
別

さ
れ

た
廃

棄
物

搬
出

先
2

搬
出

先
1

搬
出

先
2

搬
出

先
2

搬
出

先
1

搬
出

先
2

搬
出

先
2

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

う
ち

現
場

内
改

良
分

④
現

場
外

搬
出

量
住

所
コ

ー
ド

*
4

施
工

条
件

の
搬

　
出

　
先

　
場

　
所

ｺ
ｰ

ﾄﾞ
＊

1
2

搬
出

先
2

搬
出

先
2

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

搬
出

先
2

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

搬
出

先
2

公
共

　
民

間

生

建
設

発
生

土

第
　

四
　

種

建
設

発
生

土

第
　

二
　

種

搬
出

先
2

公
共

　
民

間

建
建

設
発

生
土

設 発

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

浚
渫

土

合
　

計

注
2
:再

生
資

源
利

用
促

進
量

に
つ

い
て

再
　

生
　

資
　

源
　

利
　

用
　

促
　

進

（
再

生
利

用
さ

れ
た

場
合

）

最
　

終
　

処
　

分
　

場
　

・
　

そ
　

の
　

他

（
処

分
さ

れ
た

場
合

）

公
共

　
民

間

②
利

用
量

の
性

状

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

第
　

三
　

種

搬
出

先
2

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

搬
出

先
2

改
良

分
う

ち
現

場
内

灰
色

の
部

分
は

、
記

入
す

る
必

要
が

あ
り

ま
せ

ん
。

建
 設

 副
 産

 物
現

場
内

利
用

・
減

量

③
減

量
化

量
区

分

現
　

場
　

内
　

利
　

用

用
途

減
　

量
　

化

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

搬
出

先
2

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

搬
出

先
2

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

搬
出

先
2

公
共

　
民

間

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

搬
出

先
2

公
共

　
民

間

建
設

発
生

木
材

（
伐

木
材

、
除

根
材

な
ど

）

廃
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク

（
廃

塩
化

ビ
ニ

ル

管
・
継

手
を

除
く

）
搬

出
先

2
公

共
　

民
間

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

搬
出

先
1

搬
出

先
1

公
共

　
民

間

搬
出

先
2

公
共

　
民

間

別
紙

様
式

 
６

廃
塩

化
ビ

ニ
ル

管
・
継

手

廃
石

膏
ボ

ー
ド

特 定 建 設

資 材 廃 棄 物
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

塊

建
設

発
生

木
材

公
共

　
民

間
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別紙７ 

 

 

告 知 書 

令和  年  月   日 

（下請負人） 

            様 

 

                 氏名                                                  

                 （郵便番号      －      ）電話番号    －   －      

                 住所                                             

 

 

    建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 12 条第 2 項の規定により、対象建設工事の分別

解体等の計画等に係る事項について下記のとおり告知します。 

 

記 

 

１．工事の名称                                                      

 

 

２．工事の場所                                                   

 

 

３．告 知 内 容  別添資料のとおり 

  

 

４．添 付 資 料 （該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」と付すること。） 

 

  ①別表（別表 1～3のいずれかに必要事項を記載したもの） 

     □別表 1（建築物に係る解体工事） 

   □別表 2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

   □別表 3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

    ②工程の概要を示す資料 

     □工程表 
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別紙８-１              

 

法第 13 条及び省令第 4条に基づく書面(下請契約用) 

 
（建築物に係る解体工事の場合） 

 
１．分別解体等の方法 

（該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」とする） 

 

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法 

工     程 作 業 内 容 分別解体等の方法 

①建築設備・内装 

材等 

建築設備・内装材等の取り外し 

 

□有 □無                  

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由(         ) 

②屋根ふき材        

 

 

屋根ふき材の取り外し 

 

□有 □無                 

 

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

併用の場合の理由(         ) 

③外装材・上部 

構造部分           

 

外装材・上部構造部分の取り壊し 

 

□有 □無        

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用  

 

④基礎・基礎ぐい 

 

 

基礎・基礎ぐいの取り壊し   

 

□有 □無 

 

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用  

 

⑤その他 

(            ) 

 

その他の取り壊し 

□有 □無 

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用  

 

 

 

２．解体工事に要する費用（見積金額）                        円(税込) 

※ 解体工事に要する費用とは、分別解体から運搬車への積込みに要する費用で、 

解体工事に伴う仮設費及び運搬費は含まないものとする。 

 

 

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地                    該当なし 

   （記載しない） 

 

 

４．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用                    該当なし 

   （記載しない） 
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別紙８-２               

 

 

法第 13 条及び省令第 4条に基づく書面(下請契約用) 

 
（建築物に係る新築工事等の場合） 

 

 
１．分別解体等の方法 

（該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」とする） 

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法 

工     程 作 業 内 容 分別解体等の方法 

①造成等      造成等の工事 

 

□有 □無                  

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

②基礎・基礎ぐい      

 

基礎・基礎ぐいの工事 

 

□有 □無                

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

③上部構造部分・ 

外装  

上部構造部分・外装の工事 

 

□有 □無        

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

④屋根 

 

屋根の工事   

 

□有 □無 

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用  

⑤建築設備・内装 

等 

建築設備・内装等の工事 

 

□有 □無 

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用  

⑥その他 

(          ) 

その他の工事 

 

□有 □無 

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

 

 

２．解体工事に要する費用（見積金額）                    な し 

 

 

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地                    該当なし 

     （記載しない） 

 

 

４．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用                     該当なし 

   （記載しない） 
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別紙８-３               

 

 

法第 13 条及び省令第 4条に基づく書面(下請契約用) 

 
（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）の場合） 

 

 
１．分別解体等の方法 

（該当事項の□欄に「レ」を付すか「■」とする） 

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

及

び

解

体

方

法 

工     程 作 業 内 容 分別解体等の方法 

（解体工事のみ） 

①仮設     仮設工事 

 

□有 □無                  

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

②土工       

 

土工事 

 

□有 □無                

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

③基礎  基礎工事 

 

□有 □無        

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

④本体構造 

 

本体構造の工事   

 

□有 □無 

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用  

⑤本体付属品 本体付属品の工事 

 

□有 □無 

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用  

⑥その他 

(            ) 

その他の工事 

 

□有 □無 

□手作業 

 

□手作業・機械作業の併用 

 

 

２．解体工事に要する費用（見積金額）                         円(税込) 

 （注）解体工事に場合のみ記載する。 

※ 解体工事に要する費用とは、分別解体から運搬車への積込みに要する費用で、 

解体工事に伴う仮設費及び運搬費は含まないものとする。 

 

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地                    該当なし 

   （記載しない） 

 

４．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用                    該当なし 

   （記載しない） 

 


